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れました．その他各部の損害は軽微でありましたが
断水のため検査科・放射線科・厨房業務に支障を来
たしました．これらに対処するため市内の情報特に
火災，津波，道路状況の収集が大切でした．
　全体に地震直後の被害は比較的軽微でしたが，そ
の後判明した建物の被害が大きく，その修復，一部
科の位置換えなどに約10ヶ月の期間を要しました．
　以上が北海道東方沖地震の際の被害の概要です．
地震の被害の大きさは震度，マグニチュードと必ず
しも一致せず，震源地，深度，発生時間，二次災害
特に火災，津波，地盤硬度，人口及び建物の密集度，
築年数等により異なります．また医療施設では特別
な被害予想を考えなければなりません．これらのこ
とも含め入院，外来患者の状況，院内外の情報収集
のあり方など反省点も含めてもう少し詳しくお話を
したいと思います．
　最後に震災の際に寄せられたお見舞，激励，更に
市立病院へ派遣で来られた先生方のうち50名にも
のぼる方々よりお見舞金を頂きここに深くお礼を申
上げます．
6．夜間災害時（地震）の看護部の対応
　　　（東京医科大学病院看護部長）
　　　　　　　　　　　　　　　青木利津子
　今回「災害時における大病院の対応を考える」シ
ンポジュウムの中で指定発言者として15分間の時
間を頂きました．
　私は，夜間大地震に遭遇した場合，東京医科大学
の看護部のなすべき役割と災害時の看護の対応をい
かにするべきかを考えた．看護婦は夜間最小限の人
員で各病棟の患者を看ているため，看護の機能維持
への取組みをまず考えなければならない．
　大地震の災害は日を待たず，時を刻まず瞬時にし
てやってきます．同じ災害でも台風や火災は予測や
防止対策は事前にとれますが，阪神大震災の様に夜
間まだ眠りから覚めやらぬ時間に起こると，大惨事
はまぬがれない．
　病院は患者の生命を守り，また，地域で被害をう
け負傷した方々の救援活動をしなければならない．
そこで先の被災地の病院の緊急体制や救急医療の救
援体制等を参考にさせて頂き，次のような対応策を
たて非常時に備えて万全を期する事が大切である．
災害時の対応
1）看護職員の人員確保
　当日出勤予定者の75％確保出来れば看護機能の
　維持は出来る．
　現在各病棟，外来の看護職員に自宅より1時間以
　内・2～3時間以内で出勤出来る人数を調査登録
　するシステム作りをしている．
2）緊急時の他部門との連携体制を整えておく．
　医局，栄養科，事務，検査部等．
3）夜間責任者の役割と体制づくり．
　医師夜間責任当直者，夜間婦長．
4）災害時の対策マニュアルの作成（具体的な手順作
　成）．
5）災害時の救命救急センター（看護婦）の役割と体
　制作り．
6）関連病院，私立大学病院等のネットワーク作りと
　ボランティア救援活動．
7）メンタル・ヘルスケア（患者，看護婦等）の取組
　み．
7．震災時における東京医科大学病院の対応策を
考える
　　　　（東京医科大学病院事務部長）
　　　　　　　　　　　　　　　　長谷美地
第1　これからのリスク管理計画は，単なる防火防
　　災計画にとどまらず，当院の人，物，金，情報
　　技術といった経営諸資源の被害を最小限に回避
　　し，社会的使命である診療活動を継続するため
　　の，幅広い緻密な計画を検討することが肝要で
　　ある．
　　　阪神大震災の教訓を踏まえ，震度7（激震）直
　　下血地震を想定した，防災計画立案が必要であ
　　る．
第2　現状分析，ハード面における強点，弱点の検証
　　を行なう．
　（1）地質学的（自然的）条件について
　（2）　本キャンパス構造物の現況
　（3）　ライフラインの現況
第3　災害発生時に必要な組織体制について
　　　医療は，災害発生後24時間以内が勝負
　　　現場における医療資源の有効活用と，その組
　　織体制が重要なポイントとなる．
　（1）災害直後の安全体制の確保
　（2）災害医療体制の確立
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　　　現行消防計画を整備する中で，特にマンパワ
　　一確保等について掘り下げて，現実に即した計
　　画を確立したい．
第4上記項目を達成するため，下記事項の検討と
　　財政措置について考えてみたい．
　　　1病院構内建物の耐震調査
　　　2　教職員等の確保策
　　　3非常食について
　　　4水道対策
　　　5　ガス対策
　　　6電気対策
　　　7　エレベーターの地震管制について
　　　8　通信関係について
　　　9機器什器等の転倒防止策
　　　10　院内外の広報について
　　　11水損防止対策
　　　12初期対応と対策本部の設置について
　　　13初期の災害医療対策について
　　　14効率的な防災訓練について
　　　15　防災の為の新規購入資器材について
8．同時多発患者の診療　一サリン中毒の経験
　より一
　　　（東京医科大学救急医療センター講師）
　　　　　　　　　　　　　　　　牧野義文
　平成7年3月20日に発生した，所謂地下鉄サリン
事件では当院に82症例が来院するも幸い死亡例は
無く，4症例入院するが3例は軽快退院し1症例は
転院後現在も入院中である．
　午前9時10分頃に東京消防庁指令室より，“同時
多発事故が発生，爆発事故の可能性あり”との連絡
を受け，3症例以上の重篤症例を含む8症例以上の
症例が同時診察可能なように準備を行った．
　午前9時30分頃より搬送・到着，当初の重症3症
例より原因不明のガス中毒が強く疑われたので，診
察室の窓を解放し中等症以上症例の衣類を密封し，
スタッフに手袋を着用させ2次災害の防止をはかっ
た．約2時間のうちに約70症例が来院し，最初にト
リアージ（重症度判定）と心肺蘇生法等の対応を行
った．
　経過観察が必要な症例は観察室に収容したが観察
ベッドが不足し，夜間診察用の診察台も使用した．
軽症症例には検査採血後，注意事項を説明した後に
帰宅させた．中等症以上の症例は，観察室で検査結
果を参考にして経過観察，注意事項を説明した後に
帰宅させた．重症症例はアトロピンの点滴静注後入
院させ，PAMの点滴静注を行なうとともに呼吸管
理を施行した．
　まとめ：
　①今回は平日午前中であったため，同時に多数
の症例が来院しても当科の医師だけで対応可能で，
中央検査部も多数の緊急検査に対応可能であった．
　②原因物質の情報を得るまで約2時間を要して
おり，この間誤報と思われる報道もあり，原因物質
の検索が可能な設備の必要性を痛感した．
　③患者の被災状況の情報収拾はテレビ・マスコ
ミのみで，医療現場には正確な情報が伝達されず，
集団災害時の情報伝達に大きな問題点を感じた．
　④診察室の窓を全開放し，スタッフ全員が手袋
着用し，かつ中等症以上の症例の着用していた衣服
は直ちにビニール袋に収容・密閉したため，医療ス
タッフの二次災害を防止し得た．
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